
平成２４年１２月２７日

「地方公共団体によるＰＦＩ事業とＰＦＩ法に関する調査報告書」の公表

総務省では、地方公共団体等の実施するＰＦＩ事業の実施形態についてアンケート調

査及びヒアリング調査を実施しました。

今般、調査結果をとりまとめましたので、公表します。

１ 趣旨

この調査は、地方公共団体等が企画・実施したＰＦＩ事業のうち、平成２２年度に

行ったアンケートにおいて「必ずしもＰＦＩ法に基づかない」と回答のあった事業を

対象として、その実施形態についてアンケート調査を実施するとともに、ＰＦＩ事業

に実績のある地方公共団体、民間事業者に対してヒアリング調査を実施したものです。

この報告書は、今後ＰＦＩ事業の実施を検討している地方公共団体等の一助となる

こと、また、すでにＰＦＩ事業を実施している地方公共団体等が、他の地方公共団体

等における実態を把握することにより、実施中の事業の改善等に資することを目的と

して公表するものです。

２ 公表資料

地方公共団体によるＰＦＩ事業とＰＦＩ法に関する調査報告書

地方公共団体によるＰＦＩ事業とＰＦＩ法に関する調査報告書（概要版）

地方公共団体によるＰＦＩ事業とＰＦＩ法に関する調査報告書（要約版）

※この報告書は、別途、全国の地方公共団体にも周知します。
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